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ủ ╩ ⅎ╢ ─  

昨今の厳しい経済環境に加え、グローバルな市場競争、人口減尐社会やエネルギー・環

境問題等の構造的な中長期的課題に直面し、我が国の経済・社会環境は一層厳しさを増し

ている。こうした国内外の情勢に地域として対応していくためには、地域の強みや特徴を

最大限に活用し、成長可能性が高い産業分野への参入や新たなビジネスの創造を促進する

ことにより、地域の経済社会の活力を高めることが重要である。  

当地域を支える新たな成長産業分野としては、航空宇宙関連産業、次世代自動車関連産

業、医療機器部材関連産業等が位置づけられるが、こうした新成長産業分野の競争力強化

にあたっては、関連する中小規模企業の経営基盤を強化していくことが重要であり、その

ための有効な手段として、IT を利活用した経営への取り組みが求められている。  

 

ủ ⌐⅔↑╢ IT │ ┌ 

多くの企業においては、部門ごとに情報システムを導入してきた経緯から、情報システ

ムを部門内で活用している段階に止まっており、部門を越えて企業内で最適に活用する段

階に至っていない状況が見受けられる。  

この傾向は、規模が小さな企業ほど顕著である（図１参照）。  

 

 ⅜ ─ IT ─☺כ♥☻  
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ủIT ┼─ ╩ ∑╢  

中部地域では、こじま事業協同組合連合会(小島プレス工業株式会社ほか)による「自動

車部品業界が共通で使える SaaS 型業界共通 XML／EDI の構築」や、ねじ EDI／SaaS 協

議会（株式会社八幡ねじほか）による「ねじ業界において中小零細企業が共通に利用でき

る EDI 機能を備えた基幹業務の ASP システムの構築」（いずれも平成 20 年度中小企業 IT

経営革新支援事業の成果）といった取組が進んでいる。 

これらの取組では、汎用性や他システムとの連携のほか、今後の発展が期待されるクラ

ウド・SaaS 型でのサービス提供を念頭にシステム構築が行われており、中小規模企業に

おいても、共通的な基盤としての利用可能性を持つものと考えられる。  

こうした先行事例を広く普及させていくことに加え、種々の EDI 相互の連携、EDI に

よる受発注から他の業務システムとデータ連携する基幹業務システムへの拡張、並びに、

この EDI・基幹業務システムを業界内のみならず他の新成長産業分野へと普及させいくこ

とが重要である。 

 

ủEDIה ◦☻♥ⱶ─ ⌐╗↑√ ─ ╩  

本事業では、次世代自動車関連を中心とした中小規模企業の IT 経営の促進による競争

力強化を目的に、中小規模企業が利用しやすい EDI や基幹業務システム（在庫管理、生産

管理、経理処理など）の SaaS によるサービス提供可能性について、課題、実現可能性な

どの調査検討を行った。 

併せて、EDI による企業間連携のみならず、受注データを生産管理・経理処理などの業

務システムに至るまで一貫して利用できる基幹業務システム化を目指すことが、中小規模

企業における IT 利活用のメリットとなることから、具体的なシステム連携の検証作業も

行った。 

また、こうした EDI・基幹業務システムを広く中小規模企業に利用してもらうための普

及の方法、システム提供の事業化を目指した取組の方向性等について、検討を行った。  

なお、調査検討にあたっては、EDI の業界標準化、利用促進の活動との整合性について

も留意した。具体的には、次世代 EDI 推進協議会（JEDIC）、IT コーディネータ協会（ITCA）

とも情報交換を行いつつ、調査検討を進めた。  
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↑ EDIה ◦☻♥ⱶ⌐ ╢ ─  

 

⌐⅔↑╢ IT ─  

 

 

○ EDIɵḨ℅ ҵȵȷɄɞșѫ ǞǦ ˕Ҙ▌ӓǓ ȈȐȓȒƳ 

○ ẉ ᵂ ǵ♫ ǵ Ƕ Ȇ ǪǦȅȅǯǱǪǭǑȑƲ ǑȏǺ Ǯ

ǵ EDI ӓǓ ȈȐȓȒƳ 

○ ȭɧȤɇɵSaaS ș̓ǪǦȳɶɑȷǶṔǏǭǋȒǓƲɅɶȽ ǶӦѝǮǶǱǋǯ

ǋǍ ǓǉȒƳ 

○ IT ᵣǿǵЛ Ǳ ǲ ǞƲ᷂Ḣǵ IT ɗɱȾɶȋ IT ȱɶɅȡɋɶȽǵ☻ҊǓ

ȏȑ ǯǱǪǭǖȒƳ 

 

 

①産業競争力を支える EDI 

IT 経営は、単に企業の収益性や効率性に寄与するだけに留まらない。紙伝票や FAX の

ような非効率な企業間取引手段を置換える効率的なツールの提供が進むなか、産業全体の

事務処理費用発生を抑える手段として注目すべきである。  

企業や消費者にとっても、多額の企業間取引コストを負担しなくてすむことは利点であ

り、企業間商取引が効率化されることにより、産業全体の生産性向上や個々の企業の競争

力向上が実現すると考えられる。また、EDI を活用した企業間データの交換は、目前に迫

っている「REACH 規制1」（EU）への対応や、より高度な品質保証におけるトレーサビリ

ティ確保、さらには、金融機関決済などにも対応が可能であり、応用範囲は広い。 

 

②業界で進む新たな企業間取引の流れ 

EDI は、自動車関連業界や電機機器製造業界等の、大企業およびその企業グループ内で

の取引において有用な手段となっている。しかし、発注者側（大手企業ほか）を中心に展

開されてきた昨今の EDI は、個々のルールにより実施されてきたものが多い。このため、

受注者側で従来から課題とされてきた多端末問題や、多画面問題などの問題は引き続き大

きな課題となっている（図２参照）。 

取引企業の拡大や新規分野への参入を目指す企業において、自社で運用するシステムと

方式の異なるシステムを取引先ごとに準備することが求められ、そうした事態をシステム

連携のなかで回避していく必要性が高まっている。  

なお、業界団体においては、業界 EDI 標準、業界横断 EDI 策定の動きがある。その中

で中小規模企業向きのデータ量をスリム化した標準 EDI の策定が進めば、中小規模企業の

                                                   
1 REACH（Registration, Evaluation, Authorization and Restriction of Chemicals、リーチ , リーチ法）

とは、欧州連合における人の健康や環境の保護のための欧州議会および欧州理事会規則のこと。既存の

物質を含めて全化学物質を扱い、必要なデータが登録されていない物質は、製造や供給（輸出を含む）

ができなくなる。2007 年 6 月から施行されており、2010 年 6 月時点で 38 物質が対象となっている。  
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取引の迅速化、事務コスト削減など業務の合理化が実現され、また取引先の拡大にも支障

が尐ないものと期待される。今後は、標準 EDI を推進し、多画面問題等の課題をすみやか

に解消していくことが求められてくる。  

 

 ─▬ⱷכ☺ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③クラウド・SaaS は企業規模を問わず IT 経営実践の有効な手段となる  

クラウド・SaaS の利点として、インターネットに接続できる環境があればサービスが

利用可能であり、バージョン更新等の運用管理が容易となるほか、セキュリティ・信頼性

の不安の尐ないビジネス環境を確保することができる。また、EDI と連携して稼働する業

務アプリケーションを、安価に容易に導入できることも可能とされる。  

中小規模企業の多くが、厳しい経営環境下で限界に近いコスト削減を求められているな

かで、経営基盤の強化のための適切な IT 投資の１つとして、クラウド・SaaS の利用が注

目されている。 

 

④IT 経営を支える地域 IT ベンダーに対する期待の高まり 

前述したクラウド・SaaS に関する動向は、サービス提供側である地域の中小 IT ベンダ

ーにとってもビジネス上の利点をもたらしてくれることにも注目できる。 

地域の中小 IT ベンダーにおいて、クラウド・SaaS 事業への転換をスムーズに実現させ

ることは、従来の顧客をケアしつつ、新たな顧客の獲得につながり、ビジネスが拡大する

と期待される。また、複数の IT ベンダーが、業界 EDI 標準化等の動きや他の企業のシス

テムとの連携を念頭に、ソフトウェア開発や必要な機能を補完し合った利活用の提案を進

めることで、ユーザー企業における業務ソフトウェア間でのデータ連携が容易になると期

待される。 
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このほか、クラウド・SaaS に対応することで、企業の規模や利活用ニーズに応じて機

能を組み合わせたサービス提案が可能となり、小規模事業者など幅広いユーザー層を対象

にできるという利点も期待される。  

こうしたことから、クラウド・SaaS 時代における地域での IT 経営基盤の充実を支える

存在として、地域の中小 IT ベンダーに対する期待もより一層大きくなってくると考える。  

 

⑤連携を支援する IT コーディネータへの期待の高まり 

クラウド・SaaS への対応の動きは年々活発化している。こうしたなか、人的資源に制

約のある地域の中小 IT ベンダーだけでは顧客である中小規模企業のニーズを適切に捉え、

最適な提案につなげることが困難な場面も想定される。この場合、これまでもユーザー企

業と IT ベンダーを繋げる役割を担ってきた IT コーディネータの存在が一層重要になって

くる。 

IT 経営のビジネス上の利点を周知し、中小規模企業の意識改革を進めるだけではなく、

ユーザー企業と IT ベンダーを結びつけ、また業界 EDI 標準化等の策定動向を地域の中小

IT ベンダーに周知するほか、異なる得意分野を持つ IT ベンダー同士の連携構築や地域の

中小 IT ベンダー群と販売会社とのネットワークづくりといった活動が今後一層求められ

てくると考えられる。  
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ה ♃כ♦ ─  

 

①中部地域における先行事例の概要 

中部地域（岐阜県、愛知県、三重県、富山県、石川県）において先行する取組事例を紹

介する。ここでは、自動車部品製造業、ねじ連結部品等製造業、産業用機械製造業の３つ

の業種における IT 経営実践事例について整理した。  

 

○こじま事業協同組合連合会・小島プレス工業株式会社（自動車部品製造） 

小島プレス工業株式会社は、愛知県豊田市に本社を置く自動車部品製造企業であり、グ

ループ内に中小規模企業を多く抱えている（資本金 4 億 5,000 万円 従業員 1,657 人）。 

小島プレス工業株式会社の協力会社で構成するこじま事業協同組合連合会が、平成 20

年度に、経済産業省中小企業庁の「中小企業 IT 経営革新支援事業」に採択され、中小企

業用 EDI 共通基盤である「SaaS 型業界共通 XML／EDI」を構築。現在、小島プレス工業

株式会社が中心となって、この「SaaS 型業界共通 XML／EDI」を、中小規模企業におけ

る共通基盤として広く普及させるべく活動を進めている。 

同基盤は、異業種でも利用できるよう、EDI 基盤はモジュール構造にて構築されている。

システム開発にあたっては、「アジャイル型」の開発手法を採用し短期間でシステム開発を

実現させており、こうした新手法を採用したシステム開発事例としても注目されている。

現在も、機能充実やシステム連携等を拡大させるべく、関連企業や異業種企業等と共同で

システム連携の実証を進めている。  
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 ₈ EDI ₉─ ≤∕─  
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○株式会社八幡ねじ（ねじ連結部品等製造） 

株式会社八幡ねじは、愛知県北名古屋市に本社を置くねじ締結部品・DIY 商品の製造・

販売を行う企業（資本金 3 億 7,270 万円：グループ全体 従業員 245 人）であり、全社統

合システム「YaCS」による『経営の可視化』を実践してきた。 

IT 化による品質管理がもたらした副次効果として「検品なしの直接納品」を実現。業務

効率化に向けた受発注 EDI システムとなっており、高い EDI 化率を実現している。 

平成 20 年度、経済産業省中小企業庁の「中小企業 IT 経営革新支援事業」に採択され、

「ねじ EDI／SaaS 協議会」を設立、YaCS をベースとしたシステム「物流改革プラン」の

開発を進め、業界内での EDI 利用促進に取り組んでいる。  

同システムは、クラウド・SaaS システムとして運用されており、他社の財務システム

である「ネットｄｅ会計」と連携した利用も可能となっている。  
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פֿ ⌡∂ ╟╡ 

○株式会社タガミ・イーエクス（産業用機械製造）  

株式会社タガミ・イーエクスは、石川県能美市に本社を置く産業、建設、環境機械およ

び周辺装置、プレスブレーキ金型の開発・設計・加工・組立・販売を行う企業（資本金 6,200

万円、従業員 200 人）。  

Web-EDI の導入により生産性の向上を実現するとともに、共通システムとして展開し、

取引先との関係を強化してきた。また、トップダウンで生産革新を進め、セル生産方式の

導入や IT を使ったデータ整備や工程の「見える化」を推進してきた。  

Web-EDI は、200 社以上の取引先にて利用されている。仕入先には受発注に関する機能

（伝票の出力機能や CSV 形式での取り込み機能）のみを提供し、導入コストも安価に抑

える（システム利用に関する費用負担はなく、導入時にパソコンとプリンタが必要となる

程度）などの工夫を行い、運用の最適化につなげている。  

 

 ꞉כ◒ⱨ꜡כ⅔╟┘ IT ◦☻♥ⱶ─  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☻◒◄כ▬הⱵ●♃פֿ ╟╡ 

 

 

いずれの企業も自社における経営課題を IT 利活用によって解決を図ろうとする先進的

な企業であり、こうした企業の先進性をうまく取り入れていくことが、今後取組を進める

企業において重要になってくると考えられる。  

また、小島プレス工業株式会社や株式会社八幡ねじは、クラウド・SaaS に対応したシ

ステム構築を済ませており、将来性に配慮した事例となっているほか、共通的な基盤とし

て活用できることも特徴的である。  
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②中小企業における IT 経営の実施状況 

前述の３つの事例のほか、EDI システムの導入と既存の基幹業務システムとの連携を実

現させ IT 経営を実践している企業を、経済産業省がまとめている「IT 経営成功事例集」

から整理した（表１）。 

こうした企業の多くは、IT 経営を実践するなかで自社の競争力を高めることに成功して

おり、また、取引先など関係する企業へのシステム活用の働きかけを積極的に行い、その

利点をより多くの企業で共有できるように取り組んでいる点も特徴的である。 

 

 IT ╩ ╘╢ ─ EDIה ◦☻♥ⱶ  

 

 IT ╩╙≤⌐  
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EDI≤ ◦☻♥ⱶ─ ─  

 

  

○ EDI ǯḨ℅ ҵȵȷɄɞǵ ǲᾍǠȒѫ ǓӦѝǲ ǜȓǭǋǱǋƳ 

○ ʴᾛ ̔ ƲIT ɗɱȾɶǵẉǖǓϼ ˗͈ Ʋ Ḹș ȈǭǋȒƳ 

○ IT ᵣș ǏǦᾚЊș ǬǘȒǚǯǓ ǯǱȒƳ 

○ ζǲǑǋǭȉƲʴᾛ ̔ ǲǑǘȒ IT ᵣǵὕ ǲᾍǞǭ Ǔ ȈȐ

ȓȒƳ 

 

 

① EDI を導入していない理由  

「平成 21 年度我が国産業界における EDI/電子タグ実態調査」にて、主に全国の製造業、

流通業等における EDI 利活用の動向が把握されている（547 社）。 

EDI の活用状況については、「全ての取引先と行っている」と「一部の取引先と行って

いる」とを合わせると８割を超える企業が EDI を活用しており、多くの企業が何らかの形

で EDI を活用していることが確認できる。  

また、EDI を導入していない企業（28 社）における理由（図６）としては、「既に取引

先と独自手法がある」が約３．５割と最も多く、次いで、「EDI 導入のコストが高い」が

約３割、「EDI 標準フォーマットなど業界共通の標準がない」が２．５割であった。  

なお、EDI の業界標準については、ヒアリング調査を行ったユーザー企業からも、複数

の発注者側から各社独自手法での EDI システムの利用を求められている実態を確認して

いる。 

また、導入していない企業の多くが、コスト面を含め、既存の運用ルールを見直すだけ

の利点を見いだせていない実態も確認できる。こうした指摘は、前述の先行事例にて取り

上げた企業へのヒアリング調査からも同様の指摘が挙げられており、今後の EDI 普及拡大

にむけた課題である。 
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 EDI╩ ⇔≡™⌂™ N=28  

28.6%

21.4%

21.4%

25.0%

17.9%

35.7%

17.9%

17.9%

0.0%

3.6%

7.1%

0% 50% 100%

 

21 ⅜ ⌐⅔↑╢ EDI/ ♃◓  

22 3   

 

②EDI・基幹システム連携に取り組むにあたっての課題 

EDI 導入にこれから取り組むにあたっての課題（図７）として、「取引先との調整」が

６割近くを占めている。 

このほか、「社内の業務処理の変更」が５割程度、「社内システムの接続、調整」が４割

強と続き、EDI 利活用に対する企業間での調整とともに社内理解を円滑に得ていくことの

重要性が確認できる。その原因として、基幹業務システムとの連携により得られる利点へ

の企業全体での理解が十分ではないことや、発注側の EDI が受注側の社内で運用している

基幹業務システムとの連携を想定していないケースも考えられる。  

こうした結果は、EDI 導入や基幹業務システムとの連携による IT 経営基盤の構築にお

ける課題として整理できる。こうした点を解消していくことが IT 経営の実現に不可欠と

なってくる。  
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 EDI╩↓╣⅛╠ ╘╢ ─ N=28  

7.1%

14.3%

46.4%

42.9%

7.1%

57.1%

17.9%

21.4%

14.3%
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10.7%
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21 ⅜ ⌐⅔↑╢ EDI/ ♃◓  
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③EDI・基幹システム連携に対する関心度に見る課題 

本事業の一環として実施した「EDI・基幹システム促進セミナー」（平成 22 年 11 月：

概要は資料編に掲載）の参加者にアンケート調査を行い、EDI から基幹業務システムへ

の連携や同サービスの関心度を把握した（図８）。 

「今回は情報収集目的で参加した（導入までは検討していない）」が最も多く、次い

で「未導入であり、導入に向けて情報収集したい」、「既に導入しており、よりよいシ

ステムを探している」が続く。  

説明会に参加した多くの企業が EDI・基幹業務システムに関心を示しているが、実

現にむけた行動を進めている企業はまだ尐数となっている。地域中小 IT ベンターのヒ

アリングからも、基礎的な情報が不足しており、自社での対応について具体化ができ

ていないとの指摘がある。具体的な将来イメージを描くことができる情報（事例情報

やベストプラクティスなど）の不足が課題と考えられる。  

 

 EDIה ◦☻♥ⱶ─ ⌐ ∆╢ N=34 N=55 N=89  両会場合計

7.9

5.6

18.0

47.2

15.7

5.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

既に導入しており、
よりよいシステムを探している

未導入だが、なるべく
早期に導入してみたい

未導入であり、導入に
向けて情報収集したい

今回は情報収集目的で参加した
（導入までは検討していない）

その他

未回答

（％）

両会場合計

 

 

 

④EDI・基幹システム連携サービスの利用意向に見る課題 

同様に、EDI と基幹業務システムの連携や同サービスの分野別の利用意向を把握した

（図９）。「調達管理」、「販売管理」、「在庫管理」、「生産管理」「物流管理」に対する利

用意向が高く、多くの企業が EDI から幅広い業務にわたる基幹業務システムへデータ

連携の利用意向を持っていることがわかる。 

EDI 導入にあたって重要視することを把握した結果では、費用面での課題、操作性

やメンテナンス性での課題のほか、多くの企業が、多機能性よりも業界間連携や機能

の拡張性を重視していることがわかる。（図１０） 

なお、「会計・金融」については関心が低く、会計処理はパッケージ導入が進んでいる

分野であることが影響しているとも考えられるが、EDI のデータを会計・金融を含めた

基幹業務システムまで連携し活用することが IT 経営を実践する上では重要となって

くる点を、中小規模企業側に意識させていくことも必要である。 
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 EDIה ◦☻♥ⱶ ─☻ⱦכ◘ N=14 N=9 N=23  
両会場合計

56.5

47.8

60.9

13.0

60.9

47.8

13.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

在庫管理

生産管理

調達管理

会計・金融

販売管理

物流管理

その他

（％）

両会場合計

 

 

 EDI ⌐№√∫≡ ∆╢↓≤ N=34 N=55 N=89  両会場合計

66.3

66.3

42.7

32.6

7.9

27.0

34.8

4.5

2.2

5.6

15.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

導入費用

運用費用

操作性

メンテナンス性

多機能

拡張性

他業界との連携性

導入に係る日数

人材確保・育成

その他

未回答

（％）

両会場合計

 

╩

↕∑≡  
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─☻ⱦכ◘SaaSה♪►ꜝ◒ ≤  

 

 

○ ȭɧȤɇɵSaaS ǲǫǋǭƲḨ℅ ҵȵȷɄɞșʴⱲǲѫ ẎǓ ȐȓƲᾍ

ḢǵⅎǓȑȉ ♅ǜȓȒƳ 

○ ɤɶȴɶζǶƲȱȷɆ ȋᾚЊ ǵ Ǳǰșѫ ǯǞǭ ǭǋȒǓƲȹȫɣ

ɨɄȡȋɋɁɆɭɶȭ ὡǿǵᾍꜘƲ̀ǵȵȷɄɞǯǵ Ǳǰǲʥὄșר Ǫ

ǭǋȒƳ 

○ IT ɗɱȾɶζǶƲȳɶɑȷǵȢɟɶȶȠɁɕȋ֛ ׄʣǵѫ ș ǙȒʝ Ʋ

ɋɁɆɭɶȭ ὡǿǵᾍꜘȋɅɶȽ ǵԝ ǱǰƲר ̑ ǲᾍǞǭʥὄș

ǪǭǋȒƳ 

 

 

①中小規模企業に対するサービス提供の動き 

J-SaaS（運営会社 富士通株式会社）は、中小規模企業を対象に、財務会計などバック

オフィス業務から電子申告までを一貫して行える SaaS 活用型サービスを 2009 年 3 月 31

日から提供している（図１２）。尐ない初期投資で、簡単に、必要な機能を必要な分だけ組

み合わせて、サービスとして利用できることが利点となっている。 

現在、17 分類 42 サービスが提供されており、①ウェブ型（ブラウザで直接各サービス

を起動、データはサーバ上に保管）、②クライアントサーバ型（利用者の PC にサービスの

アプリケーションをインストールし起動、データはサーバ上に保管）、③クライアント認証

型（利用者の PC にサービスのアプリケーションをインストールし起動、データは利用者

PC に保管。サーバにもデータを保管することができる）がある。  

中小規模企業においてこうしたサービスに対する認知度はまだ低いものと思われるが、

こういったシステムを活用し、必要な機能を必要な分だけ組み合わせて利用することで、

IT 経営の実践が可能である。  
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 J- SaaS≢─ SaaS◘כⱦ☻─  

  

 

 

 

 

 

 

 

URL http://www.j - saas.jp/  

 

 

②クラウド・SaaS のメリット・デメリット「ユーザー企業での評価」  

クラウド・SaaS について、現時点で多くのサービスが市場投入されている。財団法人

機械システム振興協会が行った調査研究の調査結果によると、クラウド・SaaS のメリッ

ト（図１３上）としては、「導入までの期間が短い」、「インターネットに接続されたパソコ

ンとブラウザがあれば利用できる」など導入に要する時間・導入コストから見た取組の容

易さ、利用環境、運用コストの負担の軽さに対する関心が高い。  

他方、デメリット（図１３下）としては、「ネットワーク障害」や「データのセキュリ

ティ」などが指摘されている。また、「他システムとの連携・互換性」などを指摘する声が

多く、適切なシステムを組み合わせることで最適な環境を構築したいとする企業側のニー

ズが強く現れたものと捉えることができる。  
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 SaaS⌐╟╢◘כⱦ☻ ─ⱷꜞ♇♩ ♩♇ꜞⱷ♦ה  
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39.1

37.7

29
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26.1

17.4

17.4

14.5

13

10.1

7.2

1.4

0 50 100
(%)  

SaaSⱦ☺Ⱡ☻⸗♦ꜟ ─ ≤ ⌐⅔↑╢ SaaS ⌐ ∆╢  

20 3  ◦☻♥ⱶ  

 

③クラウド・SaaS での事業の展開に対する期待と不安「IT ベンダーでの評価」 

IT ベンダー側におけるクラウド・SaaS 事業の展開に対する期待と不安についても調査

されている。ベンダーにおける今後の期待（図１４上）としては、「時流に乗ったイメージ

があり業績向上に寄与」が最も多く、「定額制による安定した収入による経営見通しの良さ」

「これまでのソフトウェア資産を活用できること」や「リリース後のバージョン管理の容

易さ」が挙げられている。  

他方、アクシデント発生時のサービス継続対策やデータ管理の責任、ネットワーク依存

などへの不安を指摘する声が多い。また、顧客の安定確保のしやすさという期待と価格競

争の激化という不安という対極的な認識を持つ IT ベンダーが尐なくない点も今後の対応

を促進させるうえで留意すべき結果であると考える（図１４下）。 
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 SaaS≢─◘כⱦ☻ ⌐ ∆╢ ≤  
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SaaSⱦ☺Ⱡ☻⸗♦ꜟ ─ ≤ ⌐⅔↑╢ SaaS ⌐ ∆╢  

20 3  ◦☻♥ⱶ  

 

 

④クラウド・SaaS への対応に向けて 

 

○IT ベンダーにおける SaaS 市場への進出 

クラウドの普及に伴い「所有から利用」へとユーザーのシステム利用のあり方が変化に

する中で、IT ベンダーの業態変革の必要性も情報サービス産業業界では盛んに議論されて

いる。 

クラウド・SaaS については、コストパフォーマンスや導入が図りやすい点など経営的

に負担が軽い点で期待が高い。中小規模企業を中心に認知度が高まっている点も既往調査

より把握されており、これまで手がけてこなかった IT ベンダー側も、クラウド・SaaS へ

39.1

34.8

30.4
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の進出機運が高まり、積極的な事業展開を意識していることも確認されている。  

一方、ユーザー企業から指摘されているセキュリティ面や他のシステムとの連携への不

安については、クラウド・SaaS の成熟化、適用事例の拡大に伴って解消していくものと

捉えられるが、IT ベンダー側としても、そうした変化を加速させる動きを活発化させてい

くことが重要となってくる。  

 

○支援人材の重要性を捉えた体制面の強化 

既往調査では、中小規模企業の IT 化を支援するのに適した SaaS の普及・発展のための

課題が整理されている。 

中小規模企業におけるクラウド・SaaS の利用が拡大する中、地域ＩＴベンダーには、

クラウドに関する高度な知識を有し、企業のニーズを適確に把握してきめ細かな支援をす

る人材が求められる。  

また、ユーザーと IT ベンダーとをつなぐ有効な存在として IT コーディネータや中小企

業診断士の存在が重要となることが指摘されている。こうした指摘はこれまでも繰り返し

指摘されてきた重要な課題であり、中部地域の IT ベンダーに対するヒアリング調査にお

いても、同様の問題認識が確認できた。  

 

○業界全体での対応方策の展開 

上記の様な課題解決について、中小 IT ベンダー単独では対応にも限界があり、業界を

あげた取組に期待するところは大きい。  

また、IT コーディネータ等専門家との連携、IT ベンダー同士の連携、IT ベンダー業界

とユーザー業界側との連携など、地域全体で中小規模企業を支援する体制を構築していく

ことが重要となる。 
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EDIה ◦☻♥ⱶ─◘כⱦ☻ ⌐ ╢ ה ─ⱳ▬fi♩  

 

 

○ IT ᵣǵ ȋѫר ș ǠȒƳ 

○ ⱳ Ǳ ș ǞƲ ǮǵᾚЊƲ ɵȱȷɆǵ ѰșᶫȒƳ 

○ ʴᾛ ̔ ǵ IT ӓɉɶȸǲᾍꜘǞǦ ș ǍƳ 

○ ᾓ Ǳ șר█ ͪǠȒƳ 

○ EDI Ʋ EDI ǵ ȓș ǠȒƳ 

 

 

①IT 経営の重要性や利点の把握 

中小規模企業が IT 経営を実践していくにあたり、目の前の負担感（導入コストや導入

時の手間等）ではなく、実現した際に得られる利点全体を捉えて判断していくことが重要

となる。特に、関心層と無関心層の意識差が大きいと指摘される小規模企業においては、

こうした考え方を明示していくことが求められる。 

先進事例として前述した、こじま事業協同組合連合会・小島プレス工業株式会社や株式

会社八幡ねじ、株式会社タガミ・イーエクスは、IT 経営がもたらす効果について早期より

着目し、積極的に実践してきた企業である。また、単に EDI を導入するだけでなく、基幹

業務システムにまで繋げることでその効果を最大にする工夫を行ってきた。また、こうし

た先進企業では IT ベンダーや IT コーディネータ等とのネットワークを強化し、経営にお

ける IT 活用の全体像を捉えるよう努めてきた。 

こうした先進企業が着目してきた IT 経営への対応状況のほか、IT ベンダーや IT コーデ

ィネータといった外部人材を含めたプロジェクトの全体像を、わかりやすく情報発信して

いくことが求められる。これまで関心を抱くことのなかった中小規模企業の意識転換につ

なげていくことが求められるのである。 

 

②中小規模企業の実需に合わせた「機能・メニューの選択性」 

中小規模企業が IT 経営を推進するには、限られた経営資源のなか、求められる機能を

最適に運用していくことが必要となる。その導入にあたっても、現場の細かな IT 利用ニ

ーズに対応させることや負担感が大きくならないように配慮することが重要となる。 

こじま事業協同組合連合会・小島プレス工業株式会社では、モジュール構造を採用し、

自動車部品業界、電子部品業界、金融業界など異業種での利活用を想定した基盤を構築し、

業界ごとの要求に柔軟に対応できるようにしている。  

株式会社八幡ねじでは、必要な機能を選択して利用できる仕組みを提供し、SaaS サー

ビスである「ネットｄｅ会計」、業界 EDI 変換サービス「Eco-Change」を組み合わせた機

能提供を実現している。また導入にあたっては、コンサルティングを重視し、企業が必要

な機能を選択して利用できるよう配慮している。  

株式会社タガミ・イーエクスでは、取引先に展開する機能を「受発注伝票の出力」に絞

り混み、インターネットに接続できるパソコンとプリンタを準備させるだけの手間で利用
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できるシステムとなっている。  

このように、中小規模企業が業態・規模に併せて機能やメニューを選択できることが重

要となる。 

 

③経営環境の変化に対応できる「拡張性の確保」 

多くの先行事例に共通する特徴として、「将来的に求められる変化を先取り」し、既存

のシステムを柔軟に変更させていることが指摘できる。  

こじま事業協同組合連合会・小島プレス工業株式会社は、共通基盤を提供するなかで、

自動車業界に限らず、電子部品や中小規模企業、そして金融分野との連携も含めた検討を

継続している。  

株式会社八幡ねじも自社システムを業界全体で運用することを目指し、協議会を発足さ

せるなど、将来展開を意識している。  

株式会社タガミ・イーエクスも、現行システムの熟度を受け、対象とする機能を円滑に

拡張できる準備を進めている。  

更には、「REACH 規制」への対応や、より厳格な品質保証への対応など、ものづくり企

業を取り巻く今後の環境変化を考えると、業界横断的に共通化された方法でデータ提供が

行われることが望ましく、トレーサビリティ機能を確保したサプライチェーン全体での情

報連携が求められてくるであろう。これまでの FAX やメール主体の情報管理では効率的な

対応は実質不可能であり、企業間・企業内での情報システムによる管理が不可欠となって

くる。 

このような、将来起こりうる変化（業況や産業構造の変化、法規制の変化、業界標準・

業界横断 EDI の動向、消費者マインドの変化など）を予測し、その変化に柔軟に対応して

いくには、最新の技術動向を踏まえた変化に強い IT システムの導入が不可欠となってく

る。こうした考え方や IT 利活用の有効性を中小規模企業に周知し、理解が高まるよう情

報発信を行っていくことも、サービス提供側（IT ベンダーや IT コーディネータ）に求め

られてくる。 
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EDIה ◦☻♥ⱶ⌐⅔↑╢◦☻♥ⱶ ─  

 

  

○ ʴᾛ ̔ ǲǑǘȒ EDIɵḨ℅ ҵȵȷɄɞѫ ǲǑǋǭƲȵȷɄɞ ǲǑ

ǘȒ ș ǠȒǦȈƲ֦׀ᾶἶ Ẏἶᵀἶ Ὶ ὙƲǚǟȅ˗ Ӳֿ

ֻ ֻ̝ ᾛῬɕɪȷ› ╛̝ Ȃǒ ƲǴǟ EDI SaaS Ӳ ̝ ╛̝ Ў

₮ǴǟȂǒ ǵӲҘș♬ǭƲȵȷɄɞ ɅɶȽ ǵὕ ὕ șὕ ǞǦƳ 

○ ὕ ǵ Ʋ ȵȷɄɞ ǵɅɶȽ ǶЛ ǲ ǍǚǯǓǮǔƲ ǲ 

ⱳ ǯǱȒ ǲǫǋǭȉƲɤɶȴɶ̔ ζɵIT ɗɱȾɶζǲǯǪǭẉẎǱ 

ǓǒǒȒȉǵǮǶǱǋǚǯǓ ǜȓǦƳ 

○ ǚǍǞǦȵȷɄɞ ǲȏȑƲIT ᵣǵὕ Ʋ̀ ǿǵ Ẏ Ǔ ♅ǮǔȒƳ 

 

 

◦☻♥ⱶ ─  

 

①実証実験の概要 

実証実験実施にあたっては、業務として運用しているシステムで利用されているデータ

形式の財務テストデータを用い、実際に財務システムへの取り込みを行い、システム間連

携にあたり解決が必要となる課題等を把握した。  

実証実験は、名古屋学院大学商学部岸田研究室の協力をお願いした。 

実証実験の概要は以下の通りである（図１５）。 

 

 ≢─◦☻♥ⱶ ─▬ⱷכ☺  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こじま事業協同組合連合会（小島プレス工業株式会社ほか）が運用する「グリーン EDI」

EDI

(SaaS)SaaS

EDI

(SaaS)SaaS

≢─ 

─ 
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を利用するグループの財務テストデータと、ねじ EDI/SaaS 協議会（株式会社八幡ねじほ

か）が運用する「物流改革プラン」で利用する財務テストデータの、２種類の異なるデー

タを対象とし、取り込む際に必要となった作業等を把握するほか、こじま事業協同組合連

合会及び、ねじ EDI/SaaS 協議会側に求められる対応事項等について整理した。  

なお、EDI 間連携に関する実証実験については、別途、こじま事業協同組合連合会側と

ねじ EDI/SaaS 協議会側の間で実施されている。その結果、サーバ同士の接続やデータの

相互通信について実現できており、技術的な課題はクリアしている。実運用としていくに

は、中小規模企業向けデータ仕様の調整等が必要となっており、今後そうした点が解消し

ていくなかで EDI 連携がより進んでいくと期待される。  

 

②実証実験の狙い 

EDI と財務会計の連携は、XML や CSV 形式のデータを、財務会計データ形式へ効率的

に変換することを課題としている。  

EDI では、多画面問題などで代表されるように、そこに含まれるデータ内容はさまざま

である。さらに多くの中小規模企業では、EDI データを一度紙に印刷してから財務システ

ムに再入力する二重入力問題が生じている。  

この実証実験は、こじま事業協同組合連合会（小島プレス工業株式会社ほか）とねじ

EDI/SaaS 協議会（株式会社八幡ねじほか）が取り組んでいる中小規模企業向け EDI に、

財務会計システムとの連携を組み込むことで、中小規模企業の経理事務処理の軽減と、迅

速な財務会計情報の取得および経営判断に資することを目的としている。  

財務会計では取引データ（仕訳データ）を定義する規定はない。一般的には、振替伝票

などの形式のデータが生成できれば対応可能と考えられている。ただ、法人税法では青色

申告用の帳簿記載要件を定め、消費税法でも取引内容を課税対象として識別しなければな

い規定となっているので、その対応は必須事項となってくる。  

なお、仕訳データは XBRL‐GL2に準じたものとすることで、将来を見据えた発展的活

用に有用とも考えられる。  

 

③実証実験の内容 

今回の実証実験では、EDI と基幹業務システムが連携していない企業を想定し、いわゆ

る二重入力問題を解消することを狙った。つまり、EDI データは保管できるが、財務会計

への変換は人が行っている企業を前提にしている。そこで考えられる方法としては、次の

ようなものがある。  

 

  １）EDI データそのものを販売管理、購買管理として取り込む  

  ２）EDI データそのものを財務会計に取り込む  

  ３）EDI データを簡易 ERP に取り込む  

                                                   
2勘定科目、会計仕訳、勘定残高などの会計・財務情報を表現するための XBRL タクソノミ。仕訳タク

ソノミ（Journal Taxonomy）と呼ばれることもある。  XBRL GL は XBRL のタクソノミの一つとして

定義され、データ仕様は XBRL 仕様に基づいている。事業活動に伴う内部報告データを異なるシステム

やアプリケーション間でやり取りするための共通のデータ仕様となっている。  
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今回は２）のみの実験としたが、EDI データを財務会計に取り込む方式としては、以下

に示す２種類のデータ取り込み方式を検証した。 

 

ア：EDI 側で、一区切りのデータを財務データ形式で提供する方式  

イ：EDI データを財務会計に直接取り込む方式  

 

④実証実験の結果 

今回用いた業務用財務会計アプリケーションへのデータ受入作業（データコンバート作

業）は、技術的には問題はなく実現できた。  

アおよびイの２つのデータ取り込み方式いずれにおいても、データのマッピングなどに

多尐の差異があるだけであり、多くの財務会計アプリケーションが他のシステムからのデ

ータ取り込み機能を備えているため、物理的にデータ交換には問題は生じないと考えられ

る。 

 

○実証実験を通じて得た知見  

■「EDI 側で、一区切りのデータを財務データ形式で提供する方式」の場合  

・ EDI システム側で会計期間をどのように設定するか、その期間内に財務会計の視点での取引成立

をどのように確認するかの問題を含んでいる。一般に請求書発行期間を前提とすることが多いが、

会計期間と請求期間のズレ調整を考慮しなければならない。最近の会計制度設定の動きや、企業

によっては、検収に時間がかかり、納品側では未検収品を預け在庫と認識する必要性など、細か

な調整の余地が必要となることも考えられる。  

・ また EDI データとして会計データの勘定科目を設定するとき、特定の資材などを取引する業態で

は、その固定化は可能であるが、消耗品なども取引内容に含むと、勘定科目が含む取引内容の定

義などが必要となる。実際には、科目のマッピングおよび業務内容による消費税課税区分の設定

などを考慮しなければならない。  

・ これらの問題点については、今回の実験では考慮していないため、今後こうした点について引き

続き検討していくことが求められる。  

■「EDI データを財務会計に直接取り込む方式」の場合  

・ 読み込むデータが膨大になり、財務会計システムによっては、動作不安定要因になりかねない。

ただ、この方法では、販売管理、購買管理業務を売掛金、買掛金などの勘定を利用して行うこと

も可能であり、小規模企業では、効率的な管理が可能となる。  

・ また、データは発生主義に準じた形式となり、請求ベースのデータによる財務会計処理で問題と

なる、売上および原価系データの月ずれ問題が解消される利点がある。ただ、この場合は EDI 財

務データコンバータとしてのアプリケーションが必要になり、EDI データごとに、フィールドの

マッピングや、データ区分ごとの勘定科目設定が必要となる。  

・ なお、データが XML 形式や XBRL-GL 形式で送受されておれば、フィールドのマッピングは利

用者にかかる負担は尐ない。しかし、CSV や固定長データを財務データにコンバートするときは、

フィールド定義の設定にある程度の知識が必要であり、多尐の困難さがある。  
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╩ ╕ⅎ√  

今回の実証実験では、グリーン EDI 、物流改革プラン、業務用財務会計アプリケー  

ション間において、相互接続、データ連携が確認できた。また、別途の実証実験で、  

グリーン EDI、物流改革プラン間の EDI 連携も確認できている。  

こうした実証実験を踏まえ今後の展望について検討を行い、以下に示す可能性が指摘さ

れた（図１６）。 

 

① システム連携による IT 経営の実践  

・複数の SaaS 型システムを組み合わせることにより、比較的短期間、低コストに基幹業

務システム（ERP）を整えることが可能となり、経営効率化・高度化が見込まれる。  

・基幹業務システム（ERP）のみならず EDI とも連携したビジネス基盤の整備が可能であ

り、IT による企業内最適化、企業を越えた最適化が実現できる。  

 

② 他業界への拡大  

・EDI 間の連携を拡大していくことで、自動車部品業界やねじ業界に限らず、広く製造業

全般での取引に利用が可能となる。  

・業界 EDI 標準化等に向けた業界動向と連動させることで、幅広い業種・企業規模での利

用が実現でき、多画面問題の解消に繋がる。  

・EDI 間の連携を通じて、EDI データ仕様を中小規模企業が真に必要とするデータに絞っ

ていくことで、中小規模企業向け標準 EDI の策定が推進される。  

 

 ─▬ⱷכ☺  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

クラウド
の活用
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⌐⅔↑╢ EDIה ◦☻♥ⱶ─ ⌐ ↑≡ 

 

  

○ EDIɵḨ℅ ҵȵȷɄɞǵѫ ǲᾍǠȒ ẎǓ ǮǉȒƳ 

○ EDI ǒȐḨ℅ ҵȵȷɄɞȅǮʝ ǞǦɅɶȽ ǲȏȑƲѫ ș ẎӓǠȒƳ 

○ EDI ș ǠȒǯǔǶƲʴᾛ ̔ ǵѫ͛רș꜠ ǲ ǖƳ 

○ ᷂Ḣǵʴᾛ IT ɗɱȾɶǲȏȒ֝ȑ Ȇǲ ♅Ƴ 

○ ʴᾛ ̔ ǯ᷂Ḣ IT ɗɱȾɶș֝ȑ ǫ IT ȱɶɅȡɋɶȽǲ ♅Ƴ 

○ Џ ș Ǟǭ IT ѫ ș͝ ǠȒƳ 

 

 

○EDI・基幹業務システムの利用に対する理解拡大が重要  

次世代自動車産業をはじめとする中部地域の新成長産業分野を支えるのは中小規模企

業であるが、一方で競争は激化しており様々な対応が求められている。EDI・基幹業務シ

ステムに取り組み、活用することで戦略的な経営を実現していくことは、厳しい環境に対

応できる経営基盤強化のための有効な方策である。  

先進事例として前述した、こじま事業協同組合連合会・小島プレス工業株式会社や株式

会社八幡ねじ、株式会社タガミ・イーエクスなどは、IT 経営がもたらす効果について早期

より注目し、EDI を基幹業務システムにまで繋げることでその効果を最大にする工夫を行

うとともに経営情報の「見える化」を図り、戦略的な IT 経営を実現させてきた。  

IT の導入にあたっては、自社の強みと弱みの分析、外部環境の分析、経営戦略の策定、

IT 化すべき分野の特定、更には IT 化に伴う既存業務の見直しなど、周到な準備が必要と

なる。その準備過程は簡単なものではないが、EDI データを基幹業務システムまで連携さ

せ活用することで、経営状況が即座に把握できるようになり、経営判断の迅速化、コスト

削減と成長分野への投資など戦略的経営、IT 経営の実現に近づくことができる。  

中小規模ものづくり企業の外部環境の変化を考えても、他品種、小ロット、短納期への

対応要求、REACH 規制やより厳格な品質保証への対応に必須となるトレーサビリティの

確保など、IT を利活用しなければ解決が困難となる課題は多い。  

企業全体で IT 経営の重要性と必要性を理解し、積極的な推進を図っていくことが求め

られる。 

 

○EDI から基幹業務システムまで一貫したデータ活用により、利点を最大化  

中小規模企業にとって、EDI 導入は、ともすれば発注側からの要求に基づくものが多い

と考えられる。  

しかしながら、EDI により取り扱われる電子データは、受発注だけでなく、その後の在

庫管理、生産管理、販売管理、物流管理、更には、財務管理、税務処理などにも展開可能

である。EDI を導入するのみならず、電子データを積極的に利用して、基幹業務システム

にまで拡大し、経営に活かしていくという視点が重要である。  

近年、クラウド・SaaS など、比較的短期間に低コストで先進的な IT システムの導入が
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可能な環境が整ってきており、中小規模企業においても、比較的容易にＥＤＩデータを基

幹業務システムまでつなげて活用することができる。  

 

○EDI を構築するときは、中小規模企業の利便性を念頭に置く  

これまで EDI の利用は、ともすれば、発注者側の利点が優先されてきた。  

今後、中小規模企業にくまなく EDI を普及し、円滑な定着を図っていくためには、従来

の紙伝票やファックスに勝る利点、EDI 化による作業負担の軽減を明示するなど、受注者

側の理解を得ていくことが必要となってくる。  

とくに、データの簡素化は、EDI 導入をより容易にすることができると考えられる。中

小規模企業を対象とした EDI 構築にあたっては、取引において最低限必要なデータを厳選

のうえ負担の尐ない形で展開し、まず円滑に運用でき、定着を図ることを重視すべきであ

る。 

また、EDI の多端末・多画面問題は、中小規模企業にとっては多大な負担となっている

ことにも注意が必要である。  

現在検討が進められている業界標準・業界横断 EDI 仕様の採用を視野に入れることは、

多画面問題の回避に有効である。同様に、様々な企業が大小の EDI システムを導入してい

る現状もあり、既存の EDI 基盤を調査し適宜利用していくことでも、多画面問題の回避に

繋がっていくものと考えられる。  

さらには、他の EDI との接続を前提としたシステム開発も多画面問題の回避に有効であ

るほか、EDI との連携のみならず、受発注データを社内業務システムで利用できるように

配慮することで、利用者側である中小規模企業における IT 活用の幅を拡げることに繋が

る。 

EDI を構築する際には、利用者側での基幹業務システムへの接続などの IT 化ニーズに

対して、構築側においても配慮と協力が求められる。それが利用者側、ひいては EDI 利用

グループ全体の競争力強化を実現していくことになると考えられる。  

 

○地域の中小 IT ベンダーによる取り組みへの期待 

地域の中小規模企業の IT 化ニーズにきめ細かく対応できるのは、地域の中小 IT ベンダ

ーである。 

昨今のクラウド・SaaS の普及にはめざましいものがあり、PaaS、IaaS（HaaS）など、

IT ベンダー側としても利用可能な基盤は整ってきている。こうした基盤を活用して、中小

規模企業に、EDI・基幹業務システムを提案し、サポートしていくことは、今後のビジネ

スの一形態と捉えることができる。  

その際、EDI・基幹業務システムの個々の要素ごとに、それを得意とする IT ベンダーが

連携して一体的なサービスとして展開する方法も考えられる。クラウド・SaaS や業界標

準・業界横断 EDI 仕様に準拠させることで、他システムとの連携が容易となり、自社が得

意とする分野に経営資源を集中することができる。これは、機能を補完しあうだけでなく、

営業チャネルを相互利用できるといった利点もある。  

本事業では、異なる IT ベンダーが開発した EDI 相互の SaaS 間連携、財務データのシ

ステム間連携の可能性は確認できており、データ連携で個々のシステムを一貫して利用す
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ることは十分可能であると考えられる。  

こうした地域中小 IT ベンダー相互のアライアンスが深化すれば、API（Application 

Programming Interface）の統一化など、さらに進んだシステム間連携も可能となってく

る。 

地域の中小 IT ベンダーとしては、こうしたクラウド・SaaS を活用したビジネスの可能

性を検討するとともに、中小 IT ベンダー相互や IT ユーザーとなる中小規模企業との連携

をコーディネートする IT コーディネータ等の存在、連携させた個々のシステムを一体と

なった EDI・基幹業務システムとして提案できる販売会社等との協力関係構築についても、

検討する価値があると考える。  

 

○中小規模企業と地域 IT ベンダーを取り持つ IT コーディネータへの期待 

中小規模企業における EDI・基幹業務システムの導入には、まず企業側の意識改革が求

められる。戦略的な経営の重要性や、その実現のための IT 利活用の有用性を分かりやす

く伝えていくことが必要である。  

多くの中小規模企業において、IT 導入コストは大きな負担となる。また、運用、操作上

の負担にも関心が集まる傾向があるが、IT 経営を通して得られる利点は大きい。  

そうした IT 経営の全体像を丁寧に伝えていくこと、企業の段階的な実践を支援してい

くことは、IT コーディネータの役割であり、今後ますます求められてくる。 

併せて、地域中小 IT ベンダーとユーザーである中小規模企業とのマッチング、中小 IT

ベンダー同士の連携構築、中小 IT ベンダー群と販売会社とのネットワークづくりにおい

ても、IT コーディネータの役割に期待が集まってきている。  

 

○公的支援の活用による IT 利活用の促進 

広く IT 化が進展してきているなかにあって、IT 導入のための公的支援を求めることは

難しくなってきている。一方で、これから IT 化に取り組み、競争力を強化しなければな

らない中小規模企業が多々あることも事実である。  

直接的な IT 化投資に対しては、中小企業者が生産性向上のために高度なセキュリティ

の確保された IT 設備の投資を行った場合に、税制上の優遇措置が準備されている。  

また、中小企業向けに国または地方自治体が用意しているアドバイザー・コーディネー

タなど専門家派遣制度も有効であろう。  

IT 経営に取り組む中小規模企業の拡大にむけては、中小企業 IT 経営力大賞など、先進

事例・ベストプラクティスの発掘、広報を行う機会が準備されている。こうした機会に応

募し、IT 経営に取り組んでいることを発信していくことも、競争力強化の一助となる。  

更には、クラウド・SaaS が進展してきている状況下において、地域中小 IT ベンダー相

互、IT ユーザーである中小規模企業、IT 関連団体等のネットワーク化により、IT 化支援

がビジネスとして維持拡大できるような仕組みづくりも重要となってきており、各主体の

取り組みが期待される。 
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目  的 

中部地域における新産業創出に資する EDI・基幹業務システムサービスの普

及啓発に向けた先行事例の紹介と情報共有機会の場を提供するもの。  

ユーザー層である中小規模企業（主に製造業）と、普及促進において大きな

役割が期待される IT ベンダーを主要ターゲットに、情報発信を行っていく。 

対  象 

・ 中小規模企業（製造業） 

・ システム開発事業者（IT ベンダー・システム事業者） 

・ IT コーディネータ  

時  期 
②� 谷会場  2010 年 11 月 15 日（月）13:30～17:00 

②名古屋会場 2010 年 11 月 16 日（火）13:30～17:00 

場  所 
②� 刈谷市産業振興センター ６０４会議室  

②ウインクあいち 中会議室１１０３号室  

 

ₒ ₓ     ₒ ₓ 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

ₒ ₓ 

 業界動向紹介      先進事例紹介①       先進事例紹介②  

 

 

 

 

 

 

 

 

 JEDIC 村田氏    ㈱八幡ねじ 山田氏    小島プレス工業(株) 菅野氏  
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♅ꜝ◦ 
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▪fi◔כ♩  
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▪fi◔כ♩  

 

０．業種 【単一回答】  

 

「製造業」と「情報サービス」がほぼ半数程度となった。その他のなかには IT コーデ

ィネータ等の支援層も含まれている。  両会場合計

42.7

40.4

15.7

1.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

製造業

情報サービス

その他

未回答

（％）

両会場合計

 

 

 

１．セミナー内容について【単一回答】 

（１） ２．業界動向紹介 「中小企業中小企業におけるビジネスインフラへの取組

み」 

 

「参考になった」が最も多く６割近くを占める。 両会場合計

19.1

57.3

21.3

2.2

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

大変参考になった

参考になった

普通

あまり参考にならなかった

未回答

（％）

両会場合計

 

 

 

（２） ３．先進事例紹介① 「クラウドコンピューティングによるＥＤＩ・基幹シ

ステム「物流改革プラン」」（株式会社八幡ねじ） 
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「参考になった」が最も多く６割を超えている。 両会場合計

21.3

62.9

13.5

1.1

1.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

大変参考になった

参考になった

普通

あまり参考にならなかった

未回答

（％）

両会場合計

 

 

 

（３） ４．先進事例紹介② 「次世代企業間連携システム“SaaS 型共通 EDI”」（小

島プレス工業株式会社） 

 

「参考になった」が最も半数近くを占める。また、「大変参考になった」が３割近くを

占めている。 両会場合計

29.2

49.4

15.7

0.0

5.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

大変参考になった

参考になった

普通

あまり参考にならなかった

未回答

（％）

両会場合計

 

 

 

 

２．EDI・基幹システムの連携に対する関心度について 【単一回答】  

 

「今回は情報収集目的で参加した（導入までは検討していない）」が最も多く、次い

で「未導入であり、導入に向けて情報収集したい」、「既に導入しており、よりよいシ

ステムを探している」が続く。  

関心は高いものの、導入にまで踏み込めていない現状が伺える。  
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両会場合計

7.9

5.6

18.0

47.2

15.7

5.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

既に導入しており、
よりよいシステムを探している

未導入だが、なるべく
早期に導入してみたい

未導入であり、導入に
向けて情報収集したい

今回は情報収集目的で参加した
（導入までは検討していない）

その他

未回答

（％）

両会場合計

 

 

 

３．EDI・基幹システム連携サービスの利用意向について（導入意向のある企業 23 社） 

【複数回答】 

 

 「調達管理」、「販売管理」が最も多く、次いで「在庫管理」となった。以降、「生産管理」、

「物流管理」が続く。「会計・金融」については意向が尐なかった。詳細な要因は不明であ

るが、会計処理はパッケージ導入が進んでいる分野であることが影響していると考えられ

る。 両会場合計

56.5

47.8

60.9

13.0

60.9

47.8

13.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

在庫管理

生産管理

調達管理

会計・金融

販売管理

物流管理

その他

（％）

両会場合計

 

 

 

４．導入にあたって重要視すること（全員への質問） 【複数回答】 

 

「運用費用」、「導入費用」が最も多かった。「操作性」、「メンテナンス性」に対する関

心も高い。 

「多機能」に対する関心が低いことに比し、「拡張性」、「他業界との連携性」に対する

関心が高いことが特徴的である。  
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両会場合計

66.3

66.3

42.7

32.6

7.9

27.0

34.8

4.5

2.2

5.6

15.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

導入費用

運用費用

操作性

メンテナンス性

多機能

拡張性

他業界との連携性

導入に係る日数

人材確保・育成

その他

未回答

（％）

両会場合計

 

 

６． EDI・基幹システムに関するお考え（問題意識や疑問点）や要望等  

 

刈谷会場

コスト面でのメリットを出しつつ標準化はハードルが高いように思います。また項目、
手順等の標準化は進みつつあるようですが、企業コード等の浸透度（認知度）が気に
なっています。

中小企業にとって多画面現象（変換地獄）を解済できる仕組みの構築法について関心が
あります。

中小企業が導入し易いEDIの標準ができることを望みます。

システム導入に向け色々ソリューションソフト等の情報収集をしておりますが、当社の
問題として生産実績など実績のインプット（方法）について悩んでおります。

名古屋会場

中小規模企業への対策の状況

中小企業においてはITリテラシーは高くなく、IT専任者はおりません。EDIがコモディ
ティ化して使えるようご尽力お願いします。

やはり費用と思う（２次３次仕入先へは高いサービスは提供しづらい）。NWもふくめた
検討要。

セキュリティー（情報漏洩）対策

弊社では両社大変おつきあい深く今後も引きつづきご支援させて頂ればと思います。例
えば弊社でも中部地区のCEO/CFO向けセミナーを開催する機会に是非事例紹介の企画を
してみたいです。

数多くの企業が同じ様に使用できる、又はネットワークで連携できるEDIができるよう
に協力して行きたいと思っています。

①JAMA、JAPIAの連係は出来ているのでしょうか？　②JAPIA内は統一出来るのでしょう
か？

国レベルで早急に実現、稼働させるべき
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開催時期 調査内容 

第１回研究会  

平成 22 年 9 月 10 日（金）  

15:00 ～ 17:00 

中部経済産業局  

１階特別会議室  

 

１．座長選出  

２．調査の目的・方針について  

３．ゲストスピーチ 次世代 EDI 推進協議会（JEDIC） 

村田 雅俊氏  

「中小企業におけるビジネスインフラの取組み（平成２

１年度ＥＤＩ実態調査、今年度の調査計画）」  

４．プレゼンテーション・調査報告                

①小島プレス工業株式会社 （15 分） 

②株式会社八幡ねじ    （15 分） 

③ヒアリング調査報告   （10 分） 

５．意見交換  

 

実証実験ワーキング会議 

 

平成 22 年 11 月 17 日（木）  

16:00 ～ 17:30 

名古屋学院大学  

 

１．実証実験の進め方について  

２．各自の役割分担について 

３．作業スケジュールについて  

 

第２回研究会  

平成 23 年 2 月 14 日（月）  

13:30 ～ 15:30 

中部経済産業局  

１階特別会議室  

 

１．セミナー開催結果報告  

２．企業間・企業内データ連携にかかる課題整理  

（文献等調査結果）  

３．先進事例調査結果報告（ヒアリング等調査結果）  

４．実証実験の結果報告 

５．システムの相互連携進捗報告  

６．今後の普及促進策の検討  

７．調査報告書（原案）について  
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          ủ  

岸田 賢次 名古屋学院大学大学院・商学部 教授 ○ 

兼子 邦彦 こじま事業協同組合連合会 情報化推進プロジェクト 室長 

山田 茂之 株式会社八幡ねじ システム統括部 部長 

高間 正俊 株式会社名古屋コンサル２１ 代表取締役 

秋山 剛 株式会社ＩＴイノベーション 代表取締役 

伊原 栄一 株式会社グローバルワイズ 代表取締役 

後藤 俊勝 株式会社システムワイズ 第一開発部 部次長 

 

 

 


